
平成19年度当初予算編成状況

(款)3.民生費　　(項)1.社会福祉費　(目)1.社会福祉総務費 【単位：千円】

継続 婦人保護費
ＤＶ(家庭内暴力)、夫婦関係、離婚、経済的な問題など女性に係る様々な相談
に応じ、問題解決のための助言・指導を行う。

1,905 1,908 1,908 1,908 1,908 1,908

継続 社会福祉管理費 福祉業務に従事する職員の人件費等 136,915 119,633 119,628 119,628 119,628 119,628

継続 社会福祉諸費
市社会福祉協議会への人件費補助、被保護世帯などへの夏季・冬季見舞金の支
給など

23,083 22,940 21,437 22,137 22,137 22,137

継続 戦傷病者・戦没者遺族援護 市遺族会への運営費助成、戦没者追悼式の開催等 217 221 221 221 221 221

継続 民生委員推薦会 民生委員推薦会の委員報酬 36 72 72 72 72 72

継続 福祉資金貸付事業 社会福祉協議会に委託して実施する生活緊急小口貸付事業 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

継続 災害援護資金利子補給事業 鳥取県西部地震被災者に対する貸付金の利子補給金 180 115 53 53 53 53

継続
境港市民総合ボランティアセンター運
営事業

ボランティア活動の拠点施設である「市民総合ボランティアセンター」を運営
しているボランティア団体等で構成された運営協議会を支援するため、運営費
を補助する。

2,280 2,280 2,260 2,260 2,260 2,260

継続
生活保護新規申請者に対する保護適用開始となるまでの短期間の生活資金の貸
し付け

180 180 180 180 180 180

新規 あし・わらび殉職者追悼80周年式典 昭和2年、美保関沖の日本海で起きた海軍史上空前の衝突事故から80年にあ
たっての、駆逐艦「蕨」、駆逐艦「葦」の犠牲者約120名の追悼式典。

0 700 230 400 400 400

継続 障害者福祉基金積立金
障害者福祉の推進を図るための事業に充てる財源として積み立てている基金(貯金)への積立
金

2 5 5 5 5 5

継続 国民健康保険費特別会計繰出金 国民健康保険費の財政安定化のために繰り入れる。 181,127 183,489 182,137 182,137 182,137 182,137

347,125 332,743 329,331 330,201 330,201 330,201

(款)3.民生費　　(項)1.社会福祉費　(目)2.国民年金事務費 【単位：千円】

継続 国民年金事務費 国民年金の資格取得届等に係る事務費や事務に従事する職員の人件費 9,245 8,909 8,875 8,875 8,875 8,875
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平成19年度当初予算編成状況

(款)3.民生費　　(項)1.社会福祉費　(目)3.身体障害者福祉費 【単位：千円】

継続 身体障害者福祉費 身体障害者の福祉の向上に関する庶務経費、団体助成等。 96,431 636 586 586 586 586 3.1.7介護給付費等へ移
管

継続 身体障害者自動車改造事業
身体障害者が就職・自営等に必要な自動車を取得する場合の自動車改造費用の
一部を助成し、社会参加の促進を図る。

50 50 50 50 50 50

継続 身体障害者福祉電話事業
単身かつ低所得、外出困難な身体障害者のために電話を設置し、緊急連絡の手
段を確保し、福祉の増進に資する。

126 126 126 126 126 126

継続 特別障害者手当等支給事業
重度の障害があり、日常生活において常時特別介護を必要とする在宅の方に手
当の支給し、生活の安定に資する。

21,483 22,051 21,704 21,704 21,704 21,704

継続
重度心身障害(児)者タクシー料金助成
事業

身体障害者手帳１級・２級または療育手帳Ａを所有する者で住民税非課税の方
へのタクシー料金の一部を助成し、通院費等の経済的負担の軽減を図る。

2,311 2,332 2,332 2,332 2,332 2,332

継続 ストマ用装具助成事業
人工肛門、人工膀胱を造設したことにより、身体障害者手帳の交付を受けた者
がストマ用装具を補装具として購入する際の自己負担金の一部を助成し、経済
的負担の軽減を図る。

520 590 590 590 590 590

継続 重度心身障害者住宅改良助成事業
在宅重度障害者の既存住宅の居室、トイレ、浴室などの改良経費の一部を助成
し、経済的負担の軽減を図るとともに、住みやすい環境の整備を図る。

1,332 1,332 666 666 666 666

継続 重度身体障害者等在宅生活支援事業
筋疾患のために常時排たんを行う必要のある者への排たん補助装置の貸与に要
する経費の一部を補助する。

168 168 168 168 168 168
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平成19年度当初予算編成状況

(款)3.民生費　　(項)1.社会福祉費　(目)4.知的障害者福祉費 【単位：千円】

継続 知的障害者福祉費 知的障害者の福祉の向上に関する庶務経費、団体助成等。 195,226 910 908 908 908 908 3.1.7介護給付費へ移管

継続 心身障害者扶養共済掛金等助成事業
心身障害者扶養共済の掛金の一部を助成し、障害者の生活の安定と福祉の増進
に資する。

54 70 67 67 67 67

継続 福祉の店支援事業
障害者の製作する作品の常設販売や交流スペースを設置し障害者の社会参加・
市民理解の促進を図る福祉の店に対し運営費を補助する。

3,810 3,810 3,810 3,810 3,810 3,810

継続 小規模通所授産施設運営費補助事業 障害者の通う市内小規模通所授産施設に補助し、安定した運営を促進する。 10,500 10,500 10,000 10,000 10,000 10,000

継続 小規模作業所運営費補助事業 障害者の通う市内小規模作業所に補助し、安定した運営を促進する。 3,250 3,253 2,999 3,103 3,103 3,103

継続 地域生活体験事業
宿泊体験をすることにより、障害者自身の自活能力・自立意欲を高め、社会的
自立を促進支援する。

882 1,095 1,095 1,095 1,095 1,095

継続 障害(児)者あんしん家族支援
障害(児)者を介護する家族の休息、心身の健康を図ったり、また保護者就労支
援のための一時に施設でお世話する。

2,776 322 294 294 294 294 3.1.7地域生活支援事業
へ移管

新規 障害児通園施設食費負担助成事業
児童福祉法の改正に伴う、障害児通園施設の利用者に生じる食費実費負担額に
ついて、激変緩和措置としてその費用の一部の助成（平成２０年度までの時限
措置）

0 185 185 185 185 185

216,498 20,145 19,358 19,462 19,462 19,462
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平成19年度当初予算編成状況

(款)3.民生費　　(項)1.社会福祉費　(目)5.老人福祉費 【単位：千円】

継続 敬老年金支給事業
所得制限などにより、老齢福祉年金が支給停止になる方を対象に年金相当額を
支給する。

36 36 36 36 36 36

継続 老人医療給付事務
老人保健法に基づく老人医療給付事務の円滑な運営と医療の適正化を図るため
の事務費で、審査機関への委託料、手数料等。

8,728 8,659 8,653 8,653 8,653 8,653

継続 老人医療費特別会計繰出金 老人医療費全体における市の負担金。 282,510 294,111 290,002 290,002 290,002 290,002

新規 後期高齢者医療運営事業
平成20年度に後期高齢者医療制度が適用されるため、県内市町村で広域連合事
務局を創設し適切な運営を図る。

0 42,165 22,657 22,657 22,657 22,657

継続 老人保護措置費
身体的、経済的事情などで家庭で生活することが困難な高齢者に、施設に入所
してもらい必要に応じた介護を提供し、日常生活を支援する。

24,082 26,455 26,450 26,450 26,450 26,450

継続 安否確認ホームヘルプ派遣事業
介護保険制度において自立判定を受けた高齢者等について、ホームヘルパーを
派遣し、日常生活の世話を行い、健全な生活を支援する。

2,646 2,588 2,579 2,579 2,579 2,579

継続 敬老事業
市政の発展に寄与された高齢者の労をねぎらう事業で、市社会福祉協議会に委
託している。

541 661 45 627 627 627

継続 老人クラブ助成事業
高齢者が老人クラブ活動を通じて、地域活動や社会奉仕・創造的活動などを行
い、老後の生きがいを高めて生活を健康で豊かに送っていただくため活動費の
一部を助成する。

4,674 4,327 4,327 4,327 4,327 4,327

継続 日常生活用具給付事業
電磁調理器などの日常生活用具の給付により要援護高齢者の在宅生活を支援す
る。

41 36 36 36 36 36

継続 金婚・ダイヤモンド婚記念事業 長らく市政の発展に寄与された高齢者夫婦を讃える事業。 474 488 458 458 458 458

継続 老人福祉管理費
在宅生活が困難な高齢者に養護老人ホームの入所判定や、老人向け保養施設の
建設費負担などを行う。

7,259 6,746 6,738 6,733 6,733 6,733

継続 老人福祉センター運営事業
高齢者に各種相談を行うとともに、健康の増進、教養の向上などのために便宜
供与し福祉増進に資する。

6,882 6,885 5,736 6,653 6,653 6,653

継続 高齢者住宅改良事業
在宅生活を送るため介護の必要な高齢者について既設住宅の改良費の助成を行
い環境整備し在宅生活の支援する。

5,330 4,797 4,797 4,797 4,797 4,797

継続
高齢者鍼・灸・マッサージ施術費助成
事業

７０歳以上の高齢者に対し鍼・灸・マッサージの施術費の一部を助成し、快適
な生活が送れるよう支援する。

411 584 463 463 463 463

継続
高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会
計繰出金

高齢者住宅整備資金貸付事業費特別会計への繰出金 114 255 0 36 36 36

継続 高齢者緊急通報システム事業
一人暮らしや在宅介護の必要な高齢者を包括支援センターと緊急通報システム
で結び、緊急時の安否確認等２４時間態勢で支援し、緊急事態及び不安解消な
どに対処する。

2,173 1,488 1,341 1,341 1,341 1,341

継続 社会福祉法人施設建設費等補助事業
地域福祉・高齢者福祉の拠点とするために整備されたコミュニティホールの建
設資金を補助する。

8,545 8,330 8,330 8,330 8,330 8,330

継続 生活支援ハウス運営事業
自立した生活はできるが、地域で生活することに不安を感じている一人暮らし
老人等に対して、生活援助員の支援を受けられる居室サービスを提供し、安心
して健康に生活できるよう支援する。

7,953 8,014 7,978 7,978 7,978 7,978

継続 軽度生活援助事業
軽易な援助を行い、在宅の一人暮らしや高齢者などの自立した生活の維持を可
能にするとともに要介護状態への進行を防止する。

2,163 2,076 0 2,076 0 2,076

継続 家庭介護用品購入費助成事業
在宅者で要介護度４・５の認定を受けた方や認知症高齢者などを介護している
家族に、介護用品の購入費の一部を助成し、老人福祉の向上を図る。

367 575 128 128 575 575

継続 訪問介護利用者負担額軽減事業
訪問介護を利用する低所得世帯の高齢者に対し、利用料を減額し経済的負担の
軽減を図る。

1,331 1,337 1,337 1,337 1,337 1,337

継続 社会福祉法人利用者負担軽減助成事業
低所得世帯の高齢者に対して社会福祉法人などが行う介護保険の利用者負担軽
減について、減額の一部を助成し低所得者の介護サービスの利用を支援する。

2,950 9,974 7,799 7,799 7,799 7,799
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平成19年度当初予算編成状況

継続 介護保険費特別会計繰出金 介護保険費特別会計への繰出金 303,222 310,047 304,466 304,466 305,778 305,778

継続
境港市在住外国人高齢者・障害者特別
給付事業

国民年金の給付を受けることができない外国人の方（或いは外国人であった
方）に給付金を支給することにより高齢者福祉の増進を図る。

300 300 300 300 300 300

継続 高齢者ふれあいの家事業
在宅生活する比較的元気な高齢者が定期的に通所する施設で、各種サービスを
企画・提供して高齢者の孤立の解消や自立生活を援助する。

6,174 6,191 5,824 6,152 6,152 6,152

新規 認知症啓発事業
認知症予防のため住民が気軽にできるタッチパネル方式の物忘れ相談プログラ
ムの機械備品を購入し、活用して予防教室につなげていく。

0 548 0 0 0 0

新規 災害時要援護者支援事業
火事や自然災害時の、一人暮らし高齢者･身体障害児（者）などの災害弱者と
言われる人の支援体制づくりについて、支援者、民生委員、地元自治会、ボラ
ンティアの人が普段から話し合い、研修会を通じて実践に結びつける。

0 30 0 15 15 15

新規
老人福祉センター冷暖房機能復旧調査
事業

老人福祉センターの冷暖房設備機器の効率が低下し、部品なども在庫数がなく
なり取替えが困難となっていることから、温度や風量などを測定・検査し報告
書にまとめる。

0 483 0 0 0 0

新規 老人福祉センター屋根外壁改修工事
昭和57年3月の竣工以来、老人クラブなど福祉団体の活動の拠点として役割を
果たしてきたが、台風などの風雨や防水資材の劣化などにより屋根・外壁の雨
漏りが生じていることから改修工事を行う。

0 12,571 12,571 12,571 12,571 12,571

新規 地域密着型サービス拠点整備事業

住み慣れた地域で利用できるよう地域密着型サービス拠点整備事業が創設され

たことから、2法人が2施設を整備する。①グループホーム、認知症対応型通所
介護の施設。②グループホーム、小規模多機能型居宅介護の施設。

0 55,000 0 0 0 0

継続 地 域 福 祉 基 金 積 立 金
高齢者福祉の推進を図るための事業に充てる財源として積み立てている基金(貯金)への積立
金

44 58 58 58 58 58

678,950 815,815 723,109 727,058 726,741 728,817

(款)3.民生費　　(項)1.社会福祉費　(目)6.特別医療費 【単位：千円】

継続 特別医療費助成事業
障害児や小児等の医療費を助成することにより、健康の維持と経済的負担の軽
減を図る。

235,120 251,489 240,893 240,893 240,893 240,893

新規
特別医療費助成事業（子育て支援事
業）

小子化対策・子育て支援の一環として、通院医療費助成の対象年齢を５歳から
就学前までに引き上げることにより、経済的負担の軽減を図る。市単独助成制
度

0 11,269 0 0 0 0

235,120 262,758 240,893 240,893 240,893 240,893
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・本表には事業の廃止等により平成19年度に要求の無かったものは計上していないため、平成18年度当初予算額の合計が一致しない場合があります。
・個々の数字は公開後でも修正される場合があります。



平成19年度当初予算編成状況

(款)3.民生費　　(項)1.社会福祉費　(目)7.障害者自立支援費 【単位：千円】

継続 障害者自立支援事業管理費 障害者自立支援法施行にかかる庶務的経費（医師意見書作成手数料など） 1,762 692 602 602 602 602 3.1.7介護給付費へ一部
移管

新規
西部広域行政管理組合障害認定審査会
負担金

障害者自立支援法による障害程度区分の審査判定をする障害認定審査会（西部
広域管理組合に設置）の運営費負担金

0 1,209 922 922 921 921

継続 介護給付費
障害者自立支援法による居宅介護や施設入所、通所等のサービスにかかる経費
を負担し、障害者の福祉の向上に資する。

60,670 314,810 314,810 314,810 314,810 314,810 3.1.3と3.1.4から移管

継続 自立支援医療（更生医療）
障害者自立支援法による自立支援医療費（更生医療）を給付することで、障害
者の障害を除去又は軽減し、もって日常生活能力等を回復させることに資す
る。

2,967 3,430 3,430 3,430 3,430 3,430

継続 補装具費
障害者自立支援法により補装具の交付または修理に要する費用を公費負担する
ことにより、障害者の日常生活能力の回復に資する。

4,550 9,213 9,213 9,213 9,213 9,213 H18年度は半期分の予算

継続 地域生活支援事業
障害者自立支援法による地域生活支援事業費（日常生活用具、移動支援、日中
一時支援等）

8,906 13,160 11,277 11,277 11,277 11,277 H19年度は半期分の予算

新規 障害者相談支援事業 障害者自立支援法による地域生活支援事業費（相談支援事業） 0 7,547 7,547 7,547 7,547 7,547

新規 障害者コミュニケーション事業 障害者自立支援法による地域生活支援事業費（手話通訳派遣） 0 1,262 1,276 1,276 1,276 1,276

新規 訓練等給付費
障害者自立支援法による訓練等給付費（自立訓練、就労継続支援、就労移行支
援、共同生活援助など）

0 20,004 20,004 20,004 20,004 20,004

新規 障害者地域活動支援センター事業
障害者自立支援法の地域生活支援事業で実施する地域活動支援センター事業の
給付費

0 6,010 6,010 6,010 6,010 6,010

新規
障害者自立支援事業管理費（国保連請
求支払事務委託システム）

H19.10から実施される、介護給付費・訓練等給付費等の国保連への支払事務委
託にかかる経費およびそれに関連する支給決定情報、認定・審査情報などの管
理のための総合的なシステム導入経費

0 1,588 2,772 2,772 2,772 2,772

新規 発達障害児・者在宅生活支援事業
発達障害児（者）へ障害者自立支援法上の福祉サービス（居宅介護等）の利用
を可能にし、地域でいきいきと生活ができるようにその在宅生活を支援する。

0 1,350 0 692 692 692

新規
障害者グループホーム夜間世話人等設
置事業

障害者グループホームに夜間の世話人を配置している運営主体への助成 0 438 438 438 438 438

新規
障害者自立支援事業管理費（嘱託職員
配置）

障害者自立支援法による「障害程度区分認定調査」を行う職員（ケアマネー
ジャー有資格者）の配置

0 2,161 0 0 0 0

78,855 382,874 378,301 378,993 378,992 378,992

当初予算
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目　計

事業の目的及び概要
総務部長
査定段階

（D)

市長査定
段階

（E)
備　　考

平成18年度
当初予算額

（A)

平成19年度
要求額

（B)

財政課長
査定段階

（C)
区分 事　　業　　名

・本表には事業の廃止等により平成19年度に要求の無かったものは計上していないため、平成18年度当初予算額の合計が一致しない場合があります。
・個々の数字は公開後でも修正される場合があります。



平成19年度当初予算編成状況

(款)3.民生費　　(項)2.児童福祉費　(目)1.児童福祉総務費 【単位：千円】

継続 児童福祉管理費 児童福祉業務に従事する職員人件費等 26,475 26,549 26,549 26,549 26,549 26,549

継続 児童手当支給事業
小学校修了前の児童を養育している保護者に手当を支給することにより、家庭
における生活の安定に寄与する。

215,004 213,175 244,516 244,516 244,516 244,516

継続 児童扶養手当支給事業
父母の離婚などにより児童を養育している母子家庭などの自立を援助するため
の手当を支給する。

166,121 169,637 169,637 169,637 169,637 169,637

継続 助産施設委託事業 生活困窮者に対し出産費用の援助を行う。 317 317 317 317 317 317

継続 家庭児童相談室運営事業
家庭での適正な児童の養育、その他児童福祉の向上を図るために家庭児童相談
室を設置し、児童に係る相談・指導業務を行う。

1,891 1,894 1,894 1,894 1,894 1,894

継続 災害遺児手当支給事業 災害遺児に対して手当を支給することにより、災害遺児の健全な育成を図る。 168 120 120 120 120 120

継続 子育て環境づくり支援事業
子育て中の親子のために子育てに資する事業を実施し、親子関係の確立や地域
の中で子育てしやすい環境づくりを推進していく。また、子育てサークルの活
動の向上や推進を図る。子育て支援関連団体と協賛で、イベントを開催する。

353 315 308 308 308 308

継続 児童発達相談センター運営事業
心身に障害のある児童及び心身の発達につまずきがみられる児童の発達を促
し、地域の中で円滑な社会生活がおくれるよう、関係機関との連携を図り、
個々の発達の状況や環境に応じた適切な療育、相談を行う。

15,918 14,250 14,203 14,203 14,203 14,203

継続 子育て短期支援事業
保護者の疾病や経済的な理由等により児童を家庭で一時的に養護できなくなっ
た場合に児童養護施設等において一定期間の養育・保護を行う。

62 62 25 25 25 25

継続 子育てひろば事業
親子で気軽に集い、交流したり、育児相談を行う「子育てひろば」を開設し、
子育ての不安解消を図る。

4,996 4,374 4,365 4,365 4,365 4,365

継続 地域子育て支援センター運営事業
子育てに関する相談を行ったり、子育てサークルの育成及び子育て関係機関と
の連携を図る。

10,153 10,548 10,548 10,548 10,548 10,548

継続 認可外保育施設運営助成事業
認可外保育施設の入所児童の処遇の向上を図るため、所要経費の一部を助成す
る。

500 150 150 150 150 150

継続 要保護児童対策地域協議会
要保護児童(虐待を受けた児童、非行児童など)の適切な保護を図るために必要
な情報交換や支援について協議を行うための関係機関・団体によるネットワー
クを推進する。

15 15 15 15 15 15

継続 私立保育園運営費助成事業 私立保育園への補助を行い、運営の安定を図る。 19,203 15,156 15,156 15,156 15,156 15,156

新規 境港・ハッピー赤ちゃんだっこ授業
乳児を持つ親が小学校を訪問し、児童が赤ちゃんとふれあい、成長していく姿
を見たり、子育て中の父母の声を聞くことで、命の大切さや相手を思いやる心
を育む。

0 96 66 66 66 66

新規 児童虐待防止研修会
児童虐待防止のための関係職員のスキルアップと地域の抑止力を高めていくこ
とを目的に研修会を開催する。

0 105 0 0 105 105

新規 きらきら親子菜園
日常的に利用する、こども支援センターの園庭に親子菜園を開設することによ
り、親子が土とふれあいながら、苗植え、水遣り等の世話を通じて、作物の成
長過程、収穫の喜びを体験する。

0 151 151 151 151 151

新規 家族で遊ぼう休日プレイルーム
休日開催により、父親の育児参加を促し、親子や利用者同士のコミュニケー
ションを深めるとともに、日常の育児不安や疲れの解消を図り、仲間づくりを
促進する。

0 151 60 120 120 120

継続 特別児童扶養手当支給事務費
身体または精神に障害のある在宅児童について手当を支給することにより、こ
れらの児童の福祉の増進を図る。

116 115 115 115 115 115
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平成19年度当初予算編成状況

継続 心身障害児福祉手当支給事業
特別児童扶養手当の支給対象とならない障害児のうち一定の要件を満たした児
童の保護者への手当支給し、児童の福祉の増進を図る。

54 54 54 54 54 54

継続 児童ｸﾗﾌﾞ運営事業
１～３年生の「かぎっ子」を放課後・土曜日・長期休業日に預り、遊び・生
活・学習等を通して、児童の健全育成を図る。

28,723 30,789 30,789 30,789 30,789 30,789

490,069 488,023 519,038 519,098 519,203 519,203

(款)3.民生費　　(項)2.児童福祉費　(目)2.保育所運営費 【単位：千円】

継続 保育所運営費 公立保育所運営費及び私立保育園運営費の委託料等 809,789 838,898 835,452 835,291 834,269 834,269

継続 延長保育事業 公立保育所の保育時間を延長することにより、多様な保育ニーズに対応する。 475 2,344 2,344 2,344 2,344 2,344

継続 休日保育事業 公立保育所で休日の保育を実施し、多様な保育ニーズに対応する。 1,647 1,393 1,373 1,373 1,373 1,373

継続 未満児保育事業 公立保育所で３歳未満児の保育を実施し、児童福祉の向上を図る。 6,347 6,351 6,351 6,351 6,351 6,351

継続 保育所地域活動事業 保育園児と地域の人達との交流を図る。 480 463 463 463 463 463
継続 解放保育事業 人権を大切にする保育の推進を図る。 67 81 81 81 81 81

新規 渡保育所駐車場整備事業
既設の駐車場では狭く、送迎時間になると保育所北側の道路が渋滞し、地域住
民にも迷惑をかけている。駐車場を園庭西側に整備し、道路の渋滞緩和を図
る。

0 1,318 1,318 1,318 1,318 1,318

新規 一時保育事業
公立保育所（台場保育所）で一時保育を実施することにより、未就園児を持つ
保護者への子育て支援の充実を図る。

0 194 50 50 50 50

新規 延長・土曜午後保育（拡充分）
就労環境が多様化する中、未実施園においても実施し、どの地区においても格
差のないサービスを提供する。

0 8,997 8,997 8,997 8,997 8,997

新規 未満児保育（拡充分） 上道保育所において未満児保育を行い、一貫保育施設化を図る。 0 8,769 8,769 8,769 8,769 8,769

新規 保育所施設整備事業 保育所の施設整備を推進し、良好な保育環境の維持を図る。 0 1,374 897 897 897 897

新規 保育所パソコン整備事業 保育所にパソコンを設置することにより、業務の効率化を図る。 0 1,286 0 0 0 0

818,805 871,468 866,095 865,934 864,912 864,912
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平成19年度当初予算編成状況

(款)3.民生費　　(項)2.児童福祉費　(目)3.母子福祉費 【単位：千円】

継続 母子福祉事業
ひとり親家庭(所得税非課税世帯)の児童の小学校・中学校の入学に際して支度
金を支給する。

822 830 830 830 830 830

継続 母子生活支援施設措置委託事業
児童福祉法に基づき、保護が必要な配偶者のいない女性とその児童等を母子生
活支援施設へ入所させ保護する。

2,979 3,016 3,016 3,016 3,016 3,016

継続 母子家庭高等技能訓練促進事業
母子家庭の母が、(準)看護師、介護福祉士などの専門的な資格を修得するため
に、専門学校等に修学している場合に一定期間給付金を支給する。

2,472 2,472 1,236 1,236 1,236 1,236

継続 母子福祉小口貸付事業
母子世帯等の経済的自立と生活の安定を図るため、境港母子会に委託して、必
要に応じて母子世帯に小口の貸し付けを行う。

760 760 760 760 760 760

新規 中国地区母子寡婦福祉研修大会補助金 米子市で開催される中国地区母子寡婦福祉研修大会の運営費に対する補助金。 0 50 0 0 50 50

7,033 7,128 5,842 5,842 5,892 5,892

(款)3.民生費　　(項)3.生活保護費　(目)1.生活保護総務費 【単位：千円】

継続 生活保護総務費 生活保護に係る事務に従事する職員の人件費、及び事務費 30,874 29,634 29,524 29,524 29,524 29,524

継続 生活保護適正実施推進事業
レセプト点検、扶養義務折衝、資産調査、研修などを通じて、生活保護事務の
適正な推進に資する。

1,277 1,286 1,357 2,182 2,182 2,182

継続 生活保護適正化実施事業 広域電算システムの維持管理を行い、生活保護事務の迅速化を図る経費など。 1,746 2,115 1,058 1,058 953 953

33,897 33,035 31,939 32,764 32,659 32,659

(款)3.民生費　　(項)3.生活保護費　(目)2.扶助費 【単位：千円】

継続 生活保護扶助費
困窮の程度に応じ必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するととも
に、その自立の助長を図ることを目的に生活保護費を支給する。

505,744 527,406 514,123 514,123 514,123 514,123

505,744 527,406 514,123 514,123 514,123 514,123
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（A)

平成19年度
要求額

（B)

財政課長
査定段階

（C)

総務部長
査定段階

（D)

当初予算
計上額

（F)

・本表には事業の廃止等により平成19年度に要求の無かったものは計上していないため、平成18年度当初予算額の合計が一致しない場合があります。
・個々の数字は公開後でも修正される場合があります。


